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日銀の金融政策決定会合について
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日銀は4月3日および4日の両日、黒田新総裁の就任後、初となる金融政策決定会合を開催し、本日、量・質とも

 

に次元の違う金融緩和を行うとして「量的・質的金融緩和」の導入を決定しました。これは①マネタリーベース・コン

 

トロールの採用、②長期国債買入れの拡大と年限長期化、③ETF、J－REITの買入れの拡大、④「量的・質的金融

 

緩和」の継続という4つの政策によって構成され、日銀はそれぞれの政策について、以下のように発表しています。

＜量的・質的金融緩和を導入＞

同時に日銀は、「量的・質的金融緩和」を導入することに伴う対応として、①資産買入等の基金の廃止、②銀行券

 

ルールの一時適用停止、③市場参加者との対話の強化も決定しました。さらに、従来から行ってきた被災地金融

 

機関を支援するための資金供給オペレーションおよび被災地企業等にかかる担保要件の緩和措置について、こ

 

れらの実施期間を1年延長することも併せて決定しました。

＜「量的・質的金融緩和」に伴う対応＞

①マネタリーベース・コントロールの採用

量的な金融緩和を推進する観点から、金融市場調節の操作目標を、無担保コールレート（オーバーナイト物）

からマネタリーベースに変更し、金融市場調節方針を「マネタリーベースが年間約60～70兆円に相当するペース

で増加するよう金融市場調節を行う」とする。

②長期国債買入れの拡大と年限長期化

イールドカーブ全体の金利低下を促す観点から、長期国債の保有残高が年間約50兆円に相当するペースで

増加するよう買入れを行う。また、長期国債の買入れ対象を40年債を含む全ゾーンの国債とした上で、買入れ

の平均残存期間を、現状の3年弱から国債発行残高の平均並みの7年程度に延長する。

③ETF、J－REITの買入れの拡大

資産価格のプレミアムに働きかける観点から、ETFおよびＪ－REITの保有残高が、それぞれ年間約1兆円、

年間約300億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。

④「量的・質的金融緩和」の継続

「量的・質的金融緩和」は、2％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続するために必要な

時点まで継続する。その際、経済・物価情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う。

＜政策の内容＞
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

以上

＜今後の国内株式市場の見通し＞

安倍政権の「三本の矢」政策の第一の矢が「大胆な金融政策」であり、その幕開けとして衆目を集める中、今回の

 

決定がなされました。第一弾としては、十分に「大胆」であり「次元の違う」内容と言えそうです。今回の決定会合は、

 

黒田総裁体制になって日が浅いため、新たな政策について政策委員会で広く合意を得るには時間不足との見方

 

もあり、具体策の提示は次回の決定会合に持ち越されるのではないかとの懸念も次第に強まっていましたが、その

 

懸念は杞憂に終わりました。市場参加者は、大胆な金融政策が単に看板だけでなく、内容を伴うものであることを

 

認識したと考えられ、株式市場には好影響が及ぶと思われます。

当面の株式市場は、大胆な金融政策の始動のほか、昨年度補正予算の執行による財政政策の効果発現、6月

 

の取りまとめに向けた成長戦略の議論進展など、引き続き政策のサポートを受け、堅調に推移すると予想されます。

 

もちろん、昨年11月の野田前首相による衆議院の解散表明以降、株式市場はすでに5割近い上昇となっているこ

 

とから、高値警戒感等による一時的な調整は所々で起こる可能性はありますが、景気や企業業績など基礎的要件

 

の改善を伴っているため、株式市場が下落基調に転じるリスクは低いと思われます。

株価の推移

（出所）ブルームバーグ

（

 

2012年初～2013年4月4日）

※日経平均株価（日経225）に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

 

同社は、日経平均株価の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％（但し、

最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外

国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがありま
す。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等

による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこと

ができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり

ます。 

 債券を当社との相対取引により売買する場合は、その対価（購入対価・売却対価）
のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上

下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、

為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、債券の発行者ま

たは元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およびそれらに関する外

部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信
託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等

による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等
書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開
示が行われていないものもあります。 
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